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 １．研究・活動のアウトライン

東日本大震災を契機として国総研で取り組んだ調査・研究

（1）東日本大震災発生後の国総研の対応
　東日本大震災の発生を受け、国総研は、独立行政法人（現：国
立研究開発法人）土木研究所、建築研究所及び港湾空港技術研
究所と連携・協力し、発災直後から、緊急災害対策派遣隊（TEC-
FORCE）等として、延べ 262 人（592 人日）の職員を現地に派遣し、
緊急対応の技術支援にあたった。TEC-FORCE での派遣と併せ
て、自主的な被災地における被害状況の調査等を実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　2013 年 1 月には、これら一連の震災対応と、震災から浮き彫
りになった新たな課題に対する研究の方向を取りまとめ、「2011
年東日本大震災に対する国土技術政策総合研究所の取り組み－
緊急対応及び復旧・復興への技術支援に関する活動記録－、国
総研研究報告第 52 号」として発刊した。
　その後も、東日本大震災を踏まえ着手した調査研究の成果を現場や施策に反映してきた。それらの内容は、
研究資料や論文等の形で逐次公表しているが全体を系統立て示すことも有意義と考え、東日本大震災に対し
て当研究所が中心となって実施してきた調査研究の全容をとりまとめ、「東日本大震災に対して国土技術政
策研究所が行った 5年間の調査研究の全記録、国総研調査研究報告第 57 号」として 2016 年 9 月に刊行した。

（2）研究の全体像
　図－ 1は主だった調査研究項目を抜き出すと共に活動内容を類型化し、項目間を矢印や線でつないで調査
研究の展開や関係性を図示した「全体俯瞰図」であり、同図の作成の考え方を図－ 2に示す。
図－ 1を参照すると、左上端の地震動の把握分析と左下端の
津波襲来把握を起点に、様々な分野の調査研究が左から右へ展
開された状況が示されている。それを縦に見ていくと分野の並
びを読み取ることができる。大まかには上から順に、
　・	土砂災害、ダム、道路構造物、河川構造物（主として堤防）、
宅地、各種建築物　＜主に地震動による被害＞

　・	下水道施設、都市域全般の被害状況、被災者の住宅確保、空港、
港湾施設（含；防波堤）、漂流物、港湾関係　の物流　＜地
震動と津波による被害＞

　・	公園緑地、海岸保全施設（盛土被覆タイプ、胸壁、護岸）、景観・
歴史的市街地等　＜主に津波による被害＞

　という分野を、一連の調査研究がカバーした。
　図－ 1中の類型化された調査研究活動の展開において、確認された代表的関連パターンを示したものが図
－ 3である。一連の調査研究の中で、「震災を起こした事象の把握・分析」から始まり、その結果を「被害
の実態把握、分析、メカニズム検討／データアーカイブ」として、まず整理している。そこから得られた知
見に基づいて、将来直面するであろう被害や外力を推定するための「危険事象予測、危険度評価手法」、「外
力設定法・基準」の開発につなげるとともに、推定される外力に対して、事前の技術的対応により被害を防
止・低減するため、「構造物の設計基準」、「新工法・手法の開発」に展開している。また、事後の早期復旧

写真－ 1 被災状況調査した構造物・建築物

図－ 2　全体俯瞰図の作成の考え方
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と復興に資するために、「復旧、復興の手順・計画・フレーム」に向かって調査研究を展開している。技術
基準やガイドライン等という施策反映が明示的になされたことを示す★マークは、上記の定型的展開の出口
部分に多く付いており、調査研究が発展し、多くの研究成果が活用可能となっていることがわかる。また、
上記のような流れが明確に認められないものの、防災・減災の拡充につながる「緊急対応、復旧、復旧の実
態把握」、「災害事象覚知手法」、「災害対応マネジメント手法」に類型化される調査研究にも取り組んだ。

図―3　調査研究の展開における類型変展の代表的パターン

震災を起こした事象の把握・分析
被害の実態把握、分析、メカニズム

検討/データアーカイブ

緊急対応、復旧、復興の実態把握

復旧、復興の手順・計画・フレーム復旧、復興の手順・計画・フレーム

新工法・手法の開発

構造物の設計基準

外力設定法・基準

危険事象予測、危険度評価手法

災害事象覚知手法

災害対応マネジメント手法

比較的強いつながり

弱いつながり

個別的関係性は小さい結線なし：

（3）研究成果の具体例
　図－ 1に掲載している研究項目のうち本書で掲載しているのは以下の通りである。
　①地震発生後の土砂災害警戒避難雨量基準の設定法の改良→
　　	土砂災害警戒情報の地震発生後の暫定基準の設定に関する研究（86 ページ「土砂災害警戒情報及びそ
の施策展開を支える技術の確立」を参照）

　②液状化被災地（市街地）の復旧・復興支援技術の開発・ツール提供→
　　「格子状地中壁工法の効果の簡易評価シート」の開発（50 ページ「宅地の液状化対策」を参照）
　③下水道管きょの耐震対策の向上検討→「下水道施設の耐震対策指針と解説」への反映
　　（22 ページ「下水道施設災害の調査と対策の高度化」を参照）
　④粘り強い海岸堤防（盛土被覆タイプ）の構造の提案→
　　	津波に対して粘り強い海岸堤防に関する研究（30 ページ「ハード対策とソフト対策を組み合わせた総
合的な津波対策」を参照）

　⑤津波避難ビルの構造要件の検討→
　　津波避難ビルの構造設計法（44 ページ「建築構造の安全・安心の確保」を参照）

 ２．関係する報告書・技術資料一覧

1）	国総研調査研究報告第 52 号　2011 年東日本大震災に対する国土技術政策総合研究所の取り組み－緊急
対応及び復旧・復興への技術支援に関する活動記録－　2013 年 1 月		
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/rpn/rpn0052.htm

2）国総研調査研究報告第 57 号　東日本大震災に対して国土技術政策研究所が行った 5年間の調査研究の全
記録 2016 年 9 月　　http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/rpn/rpn0057.htm
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震災を起こした事象の把握・分析 

被害の実態把握，分析，メカニズム

検討／データアーカイブ 

危険事象予測，危険度評価手法 

構造物の設計基準 

外力設定法・基準 

災害事象覚知手法 

下水道施設被害の総括（沿岸部処理場の津波被

害、液状化による管路被害、津波の管路内遡上
による被害）、管きょ液状化対策の効果確認

被災した下水道施設に対する緊急措置、応急および本復旧のあ
り方の提言→災害時における下水の処理･排除に考え方(案)★

管路施設の耐震対策、管路と処理場・ポンプ場の耐津波対策、
耐津波対策を考慮した下水道施設設計の考え方の提言★

地震後の不明水量の変化に

着目した下水道管路被災のマ
クロ・迅速把握手法

地震・津波による北上川汽水域の植生と物理環境の変化把握

地震動の把握・分析

・地震動全般の情報収集・特性整理

・強震観測記録の分析（土木構造物、建
築物、周辺地盤、地中）

・建築物の挙動、超高層建築物の地震
応答の分析

・ダムで観測された地震動の特性分析

津波襲来状況の把握

・震源域から海岸までの伝播に
関する資料収集・整理

・痕跡調査による陸地到達・侵
入状況、河川遡上の把握

地震動により発生した土砂災害状況の把握

地震動による河川堤防の被害特性把握

津波遡上による河川
堤防被災の特性把握

地震後のダム施設の安定性評価・確認

海岸保全施設（盛土被覆タイプ）

の被災状況把握、全壊がもたら
す大規模海岸地形変化の把握

海岸保全施設（盛土被覆タイプの海岸堤
防）の破壊遅れによる減災効果試算

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）
の被災要因分析→破壊要因と度合いの把握

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）の被災状況データセット

地震動による道路構造物の被災状況の把握

液状化の影響・被害（舗装，橋台）の把握・分析

津波を受けた道路

橋の被害事例収
集・分析

海岸保全施設（胸壁、護岸）の被災状況

把握、フラップゲート、陸閘等の機能不全
状況把握、漂流物衝突の影響把握

海岸保全施設（防潮壁）の
被災特性と要因の分析

港湾貨物コンテナの津波漂流状況の把握

海上輸送物流への今次震災影響の把握

港湾都市における産業・物流の被害と復旧状況の把握

港湾施設の被害と復旧に関す

る技術情報の整理（含；原設
計図面、復旧断面図等）

仙台空港の基本施設の被害状況把握、
液状化対策効果の確認

建築，住宅および都市域全般に係る被

害の概況整理：災害関連法の適用、人
的被害、避難、住宅被害、火災発生件

数、建築物応急危険度判定の実施、ラ
イフライン被害、エレベータ閉じ込め

津波による市街地の被害状況整理：

浸水深、全壊率の平面分布、両者の
関係／浸水範囲における小中学校、

病院、高齢者福祉施設の存在状況
／人口分布や高齢化率、就業構造

地震動による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、
木造、免震建築物の被害状況の把握・分析

地震動による宅地地盤・基礎の被害状況の把握

建築物非構造部材の地震動による被害状況の把握・分析

津波による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造建
築物の被害状況の把握、耐力と津波加重の分析

建築物の火災発生状況の把握：地震火災、津波火災

地震動による建築物の防火対策・設備の被害状況の把握

応急仮設住宅等を確保する取り組み
の実態把握、供給フレームの整理

被災者の住宅確保の実態把握

復興の取り組みに

おける建築制限の
運用実態の整理

公園緑地と海岸林の被害実態、被災要因、
減災効果発揮状況の把握・分析

超高層の事務所建物の管理
者・居住者へのアンケート調査

道路橋に作用した津波特性の把握：津波外力の推
定、上部構造流失につながる外力特性の把握

港湾域

の被害
全般の
把握

プレート境界型地震を想定した設計地震動の検討→
道路橋示方書におけるレベル２地震動等の改定★

液状化に関する共通的技術検討（判定法の妥当性，
解析手法の適用性）→液状化対策技術検討会議

津波防災地域づくりに関わる津波外力設定等の検討→各種基準化★

→設計津波水位の設定法
→津波浸水想定の手引き

→建築物およびその利用への影響判断に用いる基準水位の設定法

ダムに関する大規模地震動の設定法の検討→H23ダム距離減衰式の提案★

地震による斜面崩壊危険度の評価法の改良

地震発生後の土砂災害

警戒避難雨量基準の設
定法の改良★

地震による土砂災害発生状況
の早期・広域把握手法の開発

下水道施設の段階的応急復旧対策の効果実態把握

放射性物質を含む下水汚泥への対処法の検討

下水道施設の応急復旧
状況の収集・整理

下水道管きょの耐震対策の向上検討→下水

道施設の耐震対策指針と解説2014年版★

下水道管きょの大規模地震による被害推測
法の開発→迅速・適切な緊急支援体制構築

地震動による河川堤防被災と洪水の
同時期生起への対応の検討→複合
災害対処に向けての基本知見

実験，解析，現地データ分析による河川・陸地津波遡上の特性把握

粘り強い海岸堤防（盛土被覆タイプ）の構造の提案
→被災現場の復旧工法，海岸法改正で位置づけ★

自然・地域インフラを活用した対津波減災方策の検討
「東日本大震災からの復興に係わる公園緑地整
備に関する技術的指針」作成へのインプット★

防災公園の計画・設計に関するガイド
ライン(案)の検討→H27.9改訂版発出★

対液状化を考慮した舗装構造の検討

地震時の道路橋通行障害をセンサー
により自動把握するシステムの開発

道路啓開の優先路線・区間を抽出する手法の開発

震災時の道路上へのガレキ発生量予測手法の検討

道路啓開の進捗と避難所への物資供給状況との関係把握

津波避難シミュレーションによる避難安全性の評価手法の開
発、津波避難を円滑化する市街地整備の計画手法の検討

海洋レーダによるリアルタイムでの面的津波検知技術の開発

津波来襲時の避難水域整備に関
わる港湾計画基準の検討

海岸保全施設（防潮壁）の耐津波設計の検討

港湾施設（防波堤）の耐津波設計，粘り強い構造化の提案→
防波堤の耐津波設計ガイドライン（H25.9，H27.12）に反映★

港湾施設の耐震設計と
地震被害推定法の検討

空港の震災対応能力の向上のため
の震災リスクマネジメントの活用法

震災初期段階での緊急対応に求め
られる空港機能の分析

津波避難ビルの構造要件の検討，津波荷重設定の合理化→各種基準化★
外壁材の脱落を考慮した
耐津波設計法の開発

建築物の長周期地震動への対応に関する検討→「超高層

建築物等における南海トラフ沿いの巨大地震による長周期
地震動への対策案について」（住宅局H27.12意見募集）★

高層建築物の地震後の火災対応の向上検討

天井脱落対策に係わる技術基準の検討，エレベーター・エスカレーターの脱落防止対策の検討→建築基準法告示★

住宅地盤の液状化判定手法の開発→住宅性能表示制度に反映★

応急的住まいの供給状況と退去・解消の実態把握

入居経緯，居住実態，自宅再建動向の分析

復興まちづくりにおける災害公営住宅の役割の分析：まちに
人を住まわせる、まちに必要な機能を提供する取り組み

災害公営住宅の供給計画の事例収集・整理

地域の小規模住宅生産者がどのような体制を組み、被災住宅の補修・
改修、仮設住宅の建設などを展開したかの現地調査（岩手県中心）

被害を受けた港湾域の自然環境の修復手法の検討

被災した歴史的市街地の復旧プロセスの分析

被災前景観の3Dデータの作成手法開発

大規模被災時の防災拠点機能の
リダンダンシー確保手法の検討

液状化被災地（市街地）の復旧・復興支
援技術の開発・ツール提供→都市局と

共同での各種ガイドライン発出（地下水
位低下工法、格子状地中壁工法）★

今次大震災における地域建設業に
よる支援活動の実態把握と分析

今次大震災における道路管理
者の対応の記録収集・整理

大規模広域型地震によるインフラ被害
の即時推測技術の開発→災害規模感
の即時把握・共有、現場対応支援

低頻度激甚災害に対する危機管理
方策を検討する手法の開発

災害対応マネジメントにおける情報技術の活用法
検討
・道路通行実績区間、区間旅行時間の把握

・災害危険地域内にいる車両への注意情報提供
・道路管理用情報共有プラットフォームの活用
・道路基準点・基盤地図情報の座標補正法提示

・情報化施工技術による埋設ガレキ等の管理手法の検討

・３次元CADデータを活用した災害復旧支援の検討
・３次元設計データを用いて橋梁変状を監視する技術の検討

宅地液状化マップ作成支援ソフト

特定開発行為にかかわる技術的基準の検討：建築物，盛土・切土の対津波安全性の評価法★

津波防災地域づくり法関連

今次被災地の防災拠点の
機能発揮・喪失実態分析

津波予報の予想

波高に応じた津
波浸水域探索シ
ステムの開発

津波からの
多重防護・
減災システム

道路橋示方書下部構造編，耐
震設計編の改定に反映★

道路橋示方書耐震設計編の改定に
反映（地域の防災計画等を考慮）★

復旧，復興の手順・計画・フレーム 

新工法・手法の開発 

災害対応マネジメント手法 

緊急対応，復旧，復興の実態把握 

★･･･技術基準，ガイドライン等とし

ての施策反映がなされたもの 

調査研究項目の類型の凡例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

震災を起こした事象の把握・分析 

被害の実態把握，分析，メカニズム

検討／データアーカイブ 

危険事象予測，危険度評価手法 

構造物の設計基準 

外力設定法・基準 

災害事象覚知手法 

下水道施設被害の総括（沿岸部処理場の津波被

害、液状化による管路被害、津波の管路内遡上
による被害）、管きょ液状化対策の効果確認

被災した下水道施設に対する緊急措置、応急および本復旧のあ
り方の提言→災害時における下水の処理･排除に考え方(案)★

管路施設の耐震対策、管路と処理場・ポンプ場の耐津波対策、
耐津波対策を考慮した下水道施設設計の考え方の提言★

地震後の不明水量の変化に

着目した下水道管路被災のマ
クロ・迅速把握手法

地震・津波による北上川汽水域の植生と物理環境の変化把握

地震動の把握・分析

・地震動全般の情報収集・特性整理

・強震観測記録の分析（土木構造物、建
築物、周辺地盤、地中）

・建築物の挙動、超高層建築物の地震
応答の分析

・ダムで観測された地震動の特性分析

津波襲来状況の把握

・震源域から海岸までの伝播に
関する資料収集・整理

・痕跡調査による陸地到達・侵
入状況、河川遡上の把握

地震動により発生した土砂災害状況の把握

地震動による河川堤防の被害特性把握

津波遡上による河川
堤防被災の特性把握

地震後のダム施設の安定性評価・確認

海岸保全施設（盛土被覆タイプ）

の被災状況把握、全壊がもたら
す大規模海岸地形変化の把握

海岸保全施設（盛土被覆タイプの海岸堤
防）の破壊遅れによる減災効果試算

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）
の被災要因分析→破壊要因と度合いの把握

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）の被災状況データセット

地震動による道路構造物の被災状況の把握

液状化の影響・被害（舗装，橋台）の把握・分析

津波を受けた道路

橋の被害事例収
集・分析

海岸保全施設（胸壁、護岸）の被災状況

把握、フラップゲート、陸閘等の機能不全
状況把握、漂流物衝突の影響把握

海岸保全施設（防潮壁）の
被災特性と要因の分析

港湾貨物コンテナの津波漂流状況の把握

海上輸送物流への今次震災影響の把握

港湾都市における産業・物流の被害と復旧状況の把握

港湾施設の被害と復旧に関す

る技術情報の整理（含；原設
計図面、復旧断面図等）

仙台空港の基本施設の被害状況把握、
液状化対策効果の確認

建築，住宅および都市域全般に係る被

害の概況整理：災害関連法の適用、人
的被害、避難、住宅被害、火災発生件

数、建築物応急危険度判定の実施、ラ
イフライン被害、エレベータ閉じ込め

津波による市街地の被害状況整理：

浸水深、全壊率の平面分布、両者の
関係／浸水範囲における小中学校、

病院、高齢者福祉施設の存在状況
／人口分布や高齢化率、就業構造

地震動による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、
木造、免震建築物の被害状況の把握・分析

地震動による宅地地盤・基礎の被害状況の把握

建築物非構造部材の地震動による被害状況の把握・分析

津波による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造建
築物の被害状況の把握、耐力と津波加重の分析

建築物の火災発生状況の把握：地震火災、津波火災

地震動による建築物の防火対策・設備の被害状況の把握

応急仮設住宅等を確保する取り組み
の実態把握、供給フレームの整理

被災者の住宅確保の実態把握

復興の取り組みに

おける建築制限の
運用実態の整理

公園緑地と海岸林の被害実態、被災要因、
減災効果発揮状況の把握・分析

超高層の事務所建物の管理
者・居住者へのアンケート調査

道路橋に作用した津波特性の把握：津波外力の推
定、上部構造流失につながる外力特性の把握

港湾域

の被害
全般の
把握

プレート境界型地震を想定した設計地震動の検討→
道路橋示方書におけるレベル２地震動等の改定★

液状化に関する共通的技術検討（判定法の妥当性，
解析手法の適用性）→液状化対策技術検討会議

津波防災地域づくりに関わる津波外力設定等の検討→各種基準化★

→設計津波水位の設定法
→津波浸水想定の手引き

→建築物およびその利用への影響判断に用いる基準水位の設定法

ダムに関する大規模地震動の設定法の検討→H23ダム距離減衰式の提案★

地震による斜面崩壊危険度の評価法の改良

地震発生後の土砂災害

警戒避難雨量基準の設
定法の改良★

地震による土砂災害発生状況
の早期・広域把握手法の開発

下水道施設の段階的応急復旧対策の効果実態把握

放射性物質を含む下水汚泥への対処法の検討

下水道施設の応急復旧
状況の収集・整理

下水道管きょの耐震対策の向上検討→下水

道施設の耐震対策指針と解説2014年版★

下水道管きょの大規模地震による被害推測
法の開発→迅速・適切な緊急支援体制構築

地震動による河川堤防被災と洪水の
同時期生起への対応の検討→複合
災害対処に向けての基本知見

実験，解析，現地データ分析による河川・陸地津波遡上の特性把握

粘り強い海岸堤防（盛土被覆タイプ）の構造の提案
→被災現場の復旧工法，海岸法改正で位置づけ★

自然・地域インフラを活用した対津波減災方策の検討
「東日本大震災からの復興に係わる公園緑地整
備に関する技術的指針」作成へのインプット★

防災公園の計画・設計に関するガイド
ライン(案)の検討→H27.9改訂版発出★

対液状化を考慮した舗装構造の検討

地震時の道路橋通行障害をセンサー
により自動把握するシステムの開発

道路啓開の優先路線・区間を抽出する手法の開発

震災時の道路上へのガレキ発生量予測手法の検討

道路啓開の進捗と避難所への物資供給状況との関係把握

津波避難シミュレーションによる避難安全性の評価手法の開
発、津波避難を円滑化する市街地整備の計画手法の検討

海洋レーダによるリアルタイムでの面的津波検知技術の開発

津波来襲時の避難水域整備に関
わる港湾計画基準の検討

海岸保全施設（防潮壁）の耐津波設計の検討

港湾施設（防波堤）の耐津波設計，粘り強い構造化の提案→
防波堤の耐津波設計ガイドライン（H25.9，H27.12）に反映★

港湾施設の耐震設計と
地震被害推定法の検討

空港の震災対応能力の向上のため
の震災リスクマネジメントの活用法

震災初期段階での緊急対応に求め
られる空港機能の分析

津波避難ビルの構造要件の検討，津波荷重設定の合理化→各種基準化★
外壁材の脱落を考慮した
耐津波設計法の開発

建築物の長周期地震動への対応に関する検討→「超高層

建築物等における南海トラフ沿いの巨大地震による長周期
地震動への対策案について」（住宅局H27.12意見募集）★

高層建築物の地震後の火災対応の向上検討

天井脱落対策に係わる技術基準の検討，エレベーター・エスカレーターの脱落防止対策の検討→建築基準法告示★

住宅地盤の液状化判定手法の開発→住宅性能表示制度に反映★

応急的住まいの供給状況と退去・解消の実態把握

入居経緯，居住実態，自宅再建動向の分析

復興まちづくりにおける災害公営住宅の役割の分析：まちに
人を住まわせる、まちに必要な機能を提供する取り組み

災害公営住宅の供給計画の事例収集・整理

地域の小規模住宅生産者がどのような体制を組み、被災住宅の補修・
改修、仮設住宅の建設などを展開したかの現地調査（岩手県中心）

被害を受けた港湾域の自然環境の修復手法の検討

被災した歴史的市街地の復旧プロセスの分析

被災前景観の3Dデータの作成手法開発

大規模被災時の防災拠点機能の
リダンダンシー確保手法の検討

液状化被災地（市街地）の復旧・復興支
援技術の開発・ツール提供→都市局と

共同での各種ガイドライン発出（地下水
位低下工法、格子状地中壁工法）★

今次大震災における地域建設業に
よる支援活動の実態把握と分析

今次大震災における道路管理
者の対応の記録収集・整理

大規模広域型地震によるインフラ被害
の即時推測技術の開発→災害規模感
の即時把握・共有、現場対応支援

低頻度激甚災害に対する危機管理
方策を検討する手法の開発

災害対応マネジメントにおける情報技術の活用法
検討
・道路通行実績区間、区間旅行時間の把握

・災害危険地域内にいる車両への注意情報提供
・道路管理用情報共有プラットフォームの活用
・道路基準点・基盤地図情報の座標補正法提示

・情報化施工技術による埋設ガレキ等の管理手法の検討

・３次元CADデータを活用した災害復旧支援の検討
・３次元設計データを用いて橋梁変状を監視する技術の検討

宅地液状化マップ作成支援ソフト

特定開発行為にかかわる技術的基準の検討：建築物，盛土・切土の対津波安全性の評価法★

津波防災地域づくり法関連

今次被災地の防災拠点の
機能発揮・喪失実態分析

津波予報の予想

波高に応じた津
波浸水域探索シ
ステムの開発

津波からの
多重防護・
減災システム

道路橋示方書下部構造編，耐
震設計編の改定に反映★

道路橋示方書耐震設計編の改定に
反映（地域の防災計画等を考慮）★

復旧，復興の手順・計画・フレーム 

新工法・手法の開発 

災害対応マネジメント手法 

緊急対応，復旧，復興の実態把握 

★･･･技術基準，ガイドライン等とし

ての施策反映がなされたもの 

調査研究項目の類型の凡例 

国総研20年史

下水道施設被害の総括（沿岸部処理場の津波被

害、液状化による管路被害、津波の管路内遡上
による被害）、管きょ液状化対策の効果確認

被災した下水道施設に対する緊急措置、応急および本復旧のあ
り方の提言→災害時における下水の処理･排除に考え方(案)★

管路施設の耐震対策、管路と処理場・ポンプ場の耐津波対策、
耐津波対策を考慮した下水道施設設計の考え方の提言★

地震動の把握・分析

・地震動全般の情報収集・特性整理

・強震観測記録の分析（土木構造物、建
築物、周辺地盤、地中）

・建築物の挙動、超高層建築物の地震
応答の分析

・ダムで観測された地震動の特性分析

津波襲来状況の把握

・震源域から海岸までの伝播に
関する資料収集・整理

・痕跡調査による陸地到達・侵
入状況、河川遡上の把握

地震動により発生した土砂災害状況の把握

地震動による河川堤防の被害特性把握

津波遡上による河川
堤防被災の特性把握

地震後のダム施設の安定性評価・確認

海岸保全施設（盛土被覆タイプ）

の被災状況把握、全壊がもたら
す大規模海岸地形変化の把握

海岸保全施設（盛土被覆タイプの海岸堤
防）の破壊遅れによる減災効果試算

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）
の被災要因分析→破壊要因と度合いの把握

海岸保全施設（海岸堤防－盛土被覆タイプ）の被災状況データセット

地震動による道路構造物の被災状況の把握

液状化の影響・被害（舗装，橋台）の把握・分析

津波を受けた道路

橋の被害事例収
集・分析

海岸保全施設（胸壁、護岸）の被災状況

把握、フラップゲート、陸閘等の機能不全
状況把握、漂流物衝突の影響把握

海岸保全施設（防潮壁）の
被災特性と要因の分析

港湾貨物コンテナの津波漂流状況の把握

海上輸送物流への今次震災影響の把握

港湾都市における産業・物流の被害と復旧状況の把握

港湾施設の被害と復旧に関す

る技術情報の整理（含；原設
計図面、復旧断面図等）

仙台空港の基本施設の被害状況把握、
液状化対策効果の確認

建築，住宅および都市域全般に係る被

害の概況整理：災害関連法の適用、人
的被害、避難、住宅被害、火災発生件

数、建築物応急危険度判定の実施、ラ
イフライン被害、エレベータ閉じ込め

津波による市街地の被害状況整理：

浸水深、全壊率の平面分布、両者の
関係／浸水範囲における小中学校、

病院、高齢者福祉施設の存在状況
／人口分布や高齢化率、就業構造

地震動による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、
木造、免震建築物の被害状況の把握・分析

地震動による宅地地盤・基礎の被害状況の把握

建築物非構造部材の地震動による被害状況の把握・分析

津波による鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造建
築物の被害状況の把握、耐力と津波加重の分析

建築物の火災発生状況の把握：地震火災、津波火災

地震動による建築物の防火対策・設備の被害状況の把握

応急仮設住宅等を確保する取り組み
の実態把握、供給フレームの整理

被災者の住宅確保の実態把握

復興の取り組みに

おける建築制限の
運用実態の整理

公園緑地と海岸林の被害実態、被災要因、
減災効果発揮状況の把握・分析

超高層の事務所建物の管理
者・居住者へのアンケート調査

道路橋に作用した津波特性の把握：津波外力の推
定、上部構造流失につながる外力特性の把握

港湾域

の被害
全般の
把握

プレート境界型地震を想定した設計地震動の検討→
道路橋示方書におけるレベル２地震動等の改定★

液状化に関する共通的技術検討（判定法の妥当性，
解析手法の適用性）→液状化対策技術検討会議

ダムに関する大規模地震動の設定法の検討→H23ダム距離減衰式の提案★

下水道施設の段階的応急復旧対策の効果実態把握

放射性物質を含む下水汚泥への対処法の検討

下水道施設の応急復旧
状況の収集・整理

下水道管きょの耐震対策の向上検討→
道施設の耐震対策指針と解説2014

下水道管
法の開発

実験，解析，現地データ分析による河川・陸地津波遡上の特性把握

粘り強い海岸堤防（盛土被覆タイプ）の構造の提案
→被災現場の復旧工法，海岸法改正で位置づけ★

自然・地域
「東日本大震災からの復興に係わる公園緑地整
備に関する技術的指針」作成へのインプット★

防災公園の計画・設計に関するガイド
ライン(案)の検討→H27.9改訂版発出★

対液状化を考慮した舗装構造の検討

津波避難
発、津波避難

海洋レーダによるリアタ

津波来襲時の避難水域整備に関
わる港湾計画基準の検討
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地震被害推定法の検討

空港の震災対応能力の向上のため
の震災リスクマネジメントの活用法

震災初期段階での緊急対応に求め
られる空港機能の分析

津波避難ビルの構造要件の検討，津波荷重設定の合理化→各種基準化★
外壁材の脱落を考慮し
耐津波設計法の開発

建築物の長周期地震動への対応に関する検討→「超高層

建築物等における南海トラフ沿いの巨大地震による長周期
地震動への対策案について」（住宅局H27.12意見募集）★

高層建築物の地震後の火災対応の向上検討

天井脱落対策に係わる技術基準の検討，エレベーター・エスカレーターの脱落防止対策の検討

住宅地盤の液状化判定手法の開発→住宅性能表示制度に反映★
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人を

災害公営住宅の供給計画の事例収集・整理
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図－1　類型化された調査研究活動の展開


